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既存研究では単一の社会経済条件下での洪水による食料消費・飢餓リスク人口評価が行われてきたが，

異なる社会経済条件下での評価は行われていないため，本稿ではそれを実施した．結果として最も温暖化

が進行する場合では 2030 年において全世界で平均食料カロリー消費量は約 2.2kcal/人/日(1.8～2.8kcal/人/
日)減少し，飢餓リスク人口は約 507万人(355～729万人)増加した．被害が最も大きい南アジア地域では平
均食料カロリー消費量は約 10.2kcal/人/日(8.5～11.8kcal/人/日)減少し，飢餓リスク人口は約 199 万人(154～
248 万人)増加した．異なる社会経済条件下でも主な結論は変わらないが，それによる不確実性幅は大きく
今後の評価においても社会経済条件は考慮したほうがよいだろう． 
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1． 背景・目的 
 
環境省1)は近年，世界中で極端な気象現象が観測され

ており，強い台風やハリケーン，集中豪雨，干ばつや熱

波などの異常気象による災害が各地で発生し，多数の死

者を出したり，農作物に甚大な被害をもたらしていると，

報告している1)．気候変動に関する政府間パネル

(Intergovernmental Panel on Climate Change)が極端現象及び災
害のリスク管理に関する最新の研究成果をまとめた特別

報告書（Special Report on Managing the Risks of Extreme Events 
and Disasters to Advance Climate Change Adaptation ）2)による

と，極端現象は，大気中の温室効果ガス濃度の増加など

の人為的影響の結果として変化してきたということが示

されている．人為的な影響は，世界規模での日最低気温

及び日最高気温での極端な値の上昇をもたらした可能性

が高く，世界規模での極端な降水の激化に寄与してきた

ことについての確信度は中程度である． 
極端現象は，水，農業，食料安全保障，健康，インフ

ラなどの気候と密接に関係する分野に対して，より大き

な影響を及ぼすと報告されている．洪水による農業・食

料消費への影響評価については，関ら3)が 2030年の世界
と 17 地域を対象に作物収量変化を通じた食料消費と飢
餓リスク人口への影響を明らかにし，適応策として必要

となる食料備蓄量を算出している．その結果，2030 年
の異なるモデル間の中位値において世界全体の飢餓リス

ク人口が約 1060 万人増加し，平均食料カロリー消費量
は 6.6kcal/人/日減少することが明らかとなっており，こ
の影響を防ぐには約 560万トンの食料備蓄が必要である
と示している．しかしながら，関ら3)の研究では共通社

会経済シナリオ(Shared Socioeconomic Pathways;SSPs)は中庸
な社会(SSP2)のシナリオしか用いられていない．関ら3)

の研究では 5種の気候モデルと 8種の水文モデルを用い
て，それぞれの指標の最大値，中位値，最小値の比較を

しており，楽観的な社会(SSP1)や悲観的な社会(SSP3)の
シナリオについて分析されていない．また，既存の研究

では全世界に洪水の影響を与えているが，1 ヵ国のみに
影響を与えた時の他の国の食料消費や飢餓リスク人口な

どにどの様な変化があるのかという波及効果については

研究されていない． 
本稿では，世界を対象に異なる社会経済シナリオを考

慮した洪水による作物収量変化を通じて食料消費と飢餓

リスク人口への影響を評価することを目的とする．更に，

1 ヵ国のみに洪水の影響を与え，それによる他国への波
及効果について分析を行う．  
 
 
2． 方法 
 
(1) 手法の概要 

図 1にモデルの全体像を示す． 本研究では， 関らの
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モデルとは同様のものを用いており，食料安全保障に関

する分析において最も重要な出力である飢餓リスク人口

について中位値を示した気候モデル(Hadley Centre Global 
Environment Model version 2;HadGEM2-ES)と水文モデル
(Description of Water Balance Model;WBM)の組み合わせにつ
いて洪水浸水深データ(経緯度 2.5 分)4)を準備した．これ

を 0.5度(赤道付近で約 50km)に変換した．この浸水深デ
ータと洪水被害関数5)からグリッドごとの作物収量低下

率を算定した．作物収量低下率と現在期間の作物収量デ

ータ6)から洪水による影響を考慮したグリッド別の作物

収量を算定した．作物収量と気候変動と対象年(2030 年)
における作物別農地マップ(経緯度 0.5 度)7)を用いて，応

用一般均衡モデル(AIM/CGE モデル)での地域区分である
17地域に集約し，地域別収量変化率を計算した． 
表 1に世界地域区分一覧表を示す．この地域別収量変

化率と社会経済条件として人口・GDP のデータを
AIM/CGE モデルに入力して作物収量，農畜産財の価格，
生産量，平均食料カロリー消費量，飢餓リスク人口など

を算出した．本研究ではベースラインシナリオの SSP
毎の GDP は外生的に入力し，全要素生産性を内生的に
決め，そこで得られた全要素生産性を他のシナリオにも

用いる．世界を対象に異なる社会経済シナリオを考慮し

た洪水による作物収量変化を通じて食料消費と飢餓リス

ク人口への影響評価では，人口増加や経済発展などの社

会経済状況の異なるシナリオを想定する．感度分析では

影響を受けた国から貿易を通じた他国への影響やどの作

物が一番影響を受けているのかなどについてより詳細な

分析を行う． 
 

(2)  AIM/CGEモデル 
AIM/CGE(Computable General Equilibrium)8)モデルは生産，

消費，投資，貿易活動が各種生産要素，財等の価格を所

与とした関数が記述されており，基本的には入れ子構造

を持つCES(Constant Elasticity Substitution)関数で記述してい
る．土地は 6つの Agro-Ecological Regionに分割されてお
り，それぞれについて土地の市場を仮定した．また，土

地の各部門への分配はロジット関数で記述した9)．家計

消費は線形消費支出(Linear Expenditure System)関数として
記述している．国内財と輸入財の間にある一定の代替関

係を仮定した(アーミントンの仮定)．国内消費財は CES
関数を合成されるとし，財の輸出と国内への供給は

CET(Constant Elasticity Transformation)関数で記述し，代替関
数は 0.8 とした10)．国際市場は各財単一市場を仮定して

いる．モデルは 1年単位の逐次型動学モデルであり，旧
資本と新規資本が区別されており，資本の情報が次の年

へ更新される．新規資本は内生的に部門配置が決まり、

その後は移動できない想定となっている．今回の推計は

2030年に洪水が起こることを想定しており，その年の 

気候モデル
HadGEM2-ES

水文モデル
WBM

収量

AIM/CGEモデル

飢餓リスク人口・収量・価格・生産量・
食料カロリー摂取量・GDP・農地面積

人口・GDP

浸水深データ

洪水被害関数

土地利用
データ

 
図 1 モデルの全体像 

 

表 1 世界地域区分一覧表 

コード名 地域名 コード名 地域名

XE25 欧州25ヵ国 USA アメリカ

XER その他欧州 CAN カナダ

TUR トルコ BRA ブラジル

XOC その他オセアニア XLM その他南米

CHN 中国 CIS 旧ソ連

IND インド XME 中東

JPN 日本 XNF 北アフリカ

XSE その他東南アジア XAF その他アフリカ

XSA その他アジア WLD 全世界  

 
みの影響を見ようとしていることから，復旧等は考えて

いない．基準年(2005 年，計算期間は 2005 年から 2030
年)のデータには藤森&松岡ら11)などの手法を用いて統計

間の不整合を調整した社会会計表と作物の物量表を用い

た．本研究で用いたのは AIM/CGE モデルのバージョン
2.0 である．これは世界の全ての地域をカバーしている
1 年ごとの再起型動的一般均衡モデルであり，世界全体
が表 1の 17地域に区分され，42の産業分類が含まれて
いる。農産物財区分は作物が 6種類，畜産物は 3種類，
漁業産物が 1種類である．モデルの構造や数式の詳細に
ついては藤森ら12)13)，長谷川ら8)14) を参照されたい． 

 
(3)洪水被害関数による作物収量変化の推計方法 
洪水データには，水文モデルにより推計された洪水関

連データベースFLOod PROtection Standards， FLOPROSデ
ータベース4)を用いた．Scussoliniら4)によると，FLOPROS
は世界各国の州や県レベルで，現行の洪水対策レベル，

洪水対策計画レベル，シミュレーションに用いたモデル

の精度の情報を含んだものであり，その情報を基に最も

相応しいデータを抜き出したものであり，国が公開して

いるデータなど信頼性の高いデータを用いている．また， 
FLOPROS の対象とする計算期間は地域ごとの洪水対策
防護レベルを考慮した将来どれくらい洪水が起きるのか

に基づいて算出された再現期間である．手法の詳細につ
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いては関ら3)を参照されたい．この中にある 2.5分グリッ
ドの気候条件である代表的濃度経路シナリオ

(Representative Concentration Pathways; RCP)RCP8.515)の浸水深

データを用い，0.5 度に集約した．次に，Huizinga ら5)の

方法で，グリッド毎に浸水深に応じて収量変化率を求め，

世界 17地域に集約し，地域ごとの収量変化を AIM/CGE
モデルに与えた．AIM/CGE モデルを動かす際にまず，
キャリブレーションを行う．キャリブレーションとはモ

デル内の内生変数に基準年のデータを代入することでモ

デル内のパラメータを決定することである16)．収量は農

作物の生産量ではなく，作物生産量は作物収量と各地域

の面積の積で表されている．また，ここでは通常の収量

を表すパラメータに追加する形で洪水由来のショックを

入力している状態である． 
洪水被害関数を図 2 に示す． Huizinga ら5)により推計

された欧州，北アメリカ，アジア，アフリカの 4地域と
世界の 5個についての値を用いた．この 4地域以外の地
域については世界の値を用いた． 
(4)  シナリオ 
本研究では 2030 年における異なる社会経済シナリオ

を用いた洪水ありと洪水なしの場合の推計値の変化を分

析する．本研究では 2つのシナリオを準備した．1つ目
は現在の気候条件を将来に想定し，洪水による影響を考

慮しない「洪水なし」シナリオ．2 つ目は基準年である
2005 年から 2029 年までは気候変動およびそれに伴う洪
水による影響がないことを想定し，2030 年に洪水によ
る影響を与えた「洪水あり」シナリオ．この 2つのケー
スの差分を洪水の影響と見なした．洪水なしのシナリオ

での気候条件にはNoCC(No Climate Change) ，洪水ありの
シナリオでの気候条件には RCP8.5 を用いた15)．このシ

ナリオは温暖化対策を行わない場合であり，2100 年に
おける産業革命前からの平均気温上昇が 3.7℃に相当す
るシナリオである．RCPは 4つの温室効果ガス濃度に対
応した排出シナリオであり，大気中の温室効果ガス濃度

が放射強制力の上昇に与える影響の大きさをもとに特徴

づけられている． 
一方，将来の社会経済状況の不確実性を考慮するため

複数の共通社会経済シナリオのうち SSP1，2，3 を用い
た17)．SSPs は気候変化に対する緩和策と適応策の実施の
困難性を軸に描いた SSP1から SSP5という 5つの異なる
将来像から成り，2100 年までの代表的な社会経済シナ
リオで構成されたものである．SSP1 は楽観的な社会，
SSP2 は中庸な社会，SSP3 は悲観的な社会を描いたもの
である．すなわち，SSP1 では，人口増加は低く，経済
成長は高い．教育，ガバナンスともに高水準で，グロー

バル化が進み，国際的に協調する．経済発展，技術進歩

が高く，環境意識は高い．比較的楽観的な社会が想定さ

れている．SSP3では，SSP1とは対照的であり，人口増 
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図 2 洪水被害関数図5) 

 
表 2 2030年 異なる社会経済条件下での洪水による世界平均

での各指標の変化，洪水なしシナリオ(Nocc)比 

SSP1 SSP2 SSP3

5作物平均の収量変化率(%) -1.89 -1.94 -1.94

生産量変化率(%) -0.05 -0.07 -0.11

価格変化率(%) 0.69 0.87 1.08

カロリー変化量(kcal/人/日) -1.78 -2.24 -2.78

GDP変化率(%) 0.00003 0.00003 -0.00009

飢餓リスク人口変化数(10万人) 36 51 73  

 
加は高く，経済成長が低い．教育水準，ガバナンスとも

に低水準で，グローバル化は進まない．環境意識は低い．

SSP2は SSP1と SSP3の間の中庸な社会である18)．技術の

進歩によって農業などの技術が進歩し，収穫できる作物

の量が変化するなどがAIM/CGEに反映されている． 
更に，感度分析では 2030年に 17地域のうち 1ヵ国の

みに洪水ありのシナリオを想定することで洪水による影

響を与え，対象とした地域以外は洪水なしのシナリオを

想定した．感度分析では社会経済シナリオは SSP2 のみ
を用いた． 

 
 

3． 結果 

 

本章ではまず洪水による世界全体の影響を示し，その

次に地域別の影響を示す． 
 

(1)  世界全体の洪水による影響 

表 2は，2030年における洪水による世界全体の異なる
社会経済条件下での各指標の変化について洪水なしシナ

リオ(NoCC)比を示した．これによると，作物収量は
1.94%(1.89~1.94%) 減 少 し ， 作 物 生 産 量 は

0.07%(0.05~0.11%)減少した．作物価格は 0.87%(0．
69~1.08%)上昇している．一人当たりの食料カロリー消
費量は 2.2kcal/人/日(1.8~2.8kcal/人/日)減少した．GDP はほ
とんど変化しなかった．飢餓リスク人口は 507 万人
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(355~729 万人)増加するということがわかった． 世界全
体で同じ減少率になるのは全ての地域の減少率を足して

地域の個数で割った平均値であり，地域によって SSP1，
SSP2，SSP3 の順に大きいなどとなっているからである． 
 
(2)  地域別の洪水による影響 

a) 作物収量 

図 3に 2030年における地域別 5作物(米，小麦，その他
の穀物，油糧種子，砂糖穀物．以下同様)の作物収量変
化率を示した．すべての地域において作物収量は減少す

ると示している．世界全体で 1.94%(1.89~1.94%)減少して
いる．特に，その他アジアでは 4.95%(4.74~5.17%)，その
他アフリカで 6.35%(6.29~6.41%)減少しており，変化率が
大きい．一方，アメリカでは 0.36%(0.32~0.39%)減少と変
化率が小さい．日本はアメリカよりも土地面積が小さい

ので減少率も小さくなった． 
b) 作物価格 

図 4に 2030年における地域別 5作物の作物価格変化率
を示した．日本を除くすべての地域において作物価格は

上昇している．世界全体で 0.87%(0.69~1.08%)上昇してい
る．アメリカでは 0.1%(0.08~0.13%)上昇し，日本では約 0．
24%(0.19~0.29%)減少しており，変化率が小さい．その他
アジアでは 5.96%(4.85~6.80%)上昇しており，最も変化率
が大きい．次にその他アフリカで 2.95%(2.24~4.02%)上昇
している．日本の作物収量はあまり変化せず，生産量は

増加している．生産量が増加しているので市場の供給が

多くなり，価格が下がる． 
c) 作物生産量 

図 5に 2030年における地域別 5作物の作物生産量変化
率を示した． 作物生産量は作物収量と各地域の面積の
積で表されている．世界全体では 0.07%(0.05~0.11%)減少
した．その他アジアでは 1.16%(0.93~1.28%)，その他アフ
リカでは 0.71%(0.54~0.92%)減少しており，変化率が大き
い．アメリカでは 0.05%(0.02~0.04%)増加しており，変化 
 

-7.00
-6.00
-5.00
-4.00
-3.00
-2.00
-1.00
0.00

ア
メ
リ
カ

欧
州25

ヵ
国

そ
の
他
欧
州

ト
ル
コ

そ
の
他
オ
セ
ア
ニ
ア

中
国

イ
ン
ド

日
本

そ
の
他
東
南
ア
ジ
ア

そ
の
他
ア
ジ
ア

カ
ナ
ダ

ブ
ラ
ジ
ル

そ
の
他
南
米

旧
ソ
連

中
東

北
ア
フ
リ
カ

そ
の
他
ア
フ
リ
カ

全
世
界

収
量
変
化
率
(%
)

国名

SSP1 SSP2 SSP3  
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(NoCC比) 

 
率が小さい． 
d)  一人当たりの食料カロリー消費量 

図 6に 2030年における地域別一人当たりの食料カロリ
ー消費量を示した．世界全体では 2.2kcal/人/日(1.8~2．
8kcal/人/日)減少した．特にその他アジアでは 10.2kcal/人/
日(8.5~11.8kcal/人/日)減少しており，最も変化量が大きい．
次に，その他アフリカで 1.6kcal/人/日(1.2~4.9kcal/人/日)減
少している．アメリカでは約 0.2 kcal/人/日減少し，日本
では 0.8kcal/人/日(0.7~0.9kcal/人/日)減少している． 本研究
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の食料カロリー消費量は内生的に決まっている． 
e)  飢餓リスク人口 

図 7 に 2030 年における洪水による地域別飢餓リスク
人口変化数を示した． 飢餓リスク人口は栄養不足・カ
ロリー不足の人口である．カロリー不足は一人一人違い，

身長や体重によって決まる．その他アジア，その他アフ

リカ，インドで大きく増加している．世界全体では 507
万人(355~729万人)増加した．その他アジアでは 199万人
(154~248万人)，その他アフリカでは 180万人(112~274万
人)，インドでは 74 万人(47~137 万人)と飢餓リスク人口
が増加している．先進国では被害が小さいので飢餓リス

ク人口は発生しない．飢餓リスク人口は長谷川ら19)の要

因分解分析手法を用いて算出している．詳細については

長谷川ら19)を参照されたい．異なる社会経済条件下では

すべての結果において，定性的には変わらない結果を示

したが，食料消費と飢餓リスク人口の増減幅は大きいの

で将来の社会経済条件は考慮すべきである． 
f)  GDP 
図 8に 2030年における洪水による地域別 GDP変化率

を示した．シナリオによって大きな差が見られるが，イ 
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図 7 2030年 異なる社会経済条件(SSPs)における洪水による

飢餓リスク人口変化数(10万人) 

ンドや旧ソ連の SSP3 で上昇している．中東，北アフリ
カ，その他オセアニア，その他アジアの SSP3 で減少し
ている．しかし，世界全体においても変化率の値はとて

も小さく，洪水が発生したことによる GDP への影響は
大きくない． 
 
(3)  1か国への感度分析 
 表 3，4 に 1 ヵ国のみに洪水の影響を与えた感度分析
の結果を示す．波及効果を見る理由としては複数の地域

で同時に影響を与えると，貿易を通じて様々な影響が複

合的に起こり，何が原因で何が結果かがわからなくなる

ので，本研究の目的はある特定の国で起こる洪水ショッ

クがどのような波及効果を持つのかということを理解す

るためである．また，地域集約は限界点である． 
a)  一人当たりの食料カロリー消費量 

感度分析の結果，その他アジアにのみ洪水が発生した

とき，食料カロリー消費量はその他アジアで 10kcal/人/
日と最も減少している．次に，中東で 0.4kcal/人/日減少
している． 
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表 3 各国に洪水の影響を与えた場合の他国の食料カロリー消費量への波及効果 (kcal/人/日)  

(縦に影響を与えた国，横に影響を受ける国を示す) 

国名 アメリカ 欧州25ヵ国 その他欧州 トルコ その他オセアニア 中国 インド 日本 その他東南アジア その他アジア カナダ ブラジル その他南米 旧ソ連 中東 北アフリカ その他アフリカ

アメリカ -0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
欧州25ヵ国 0.0 -0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他欧州 0.0 0.0 -0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
トルコ 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他オセアニア 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
中国 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
インド 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0 0.0 -1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.2 0.0 0.0
日本 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他東南アジア 0.0 -0.1 -0.1 -0.2 -0.1 -0.2 0.0 -0.2 -1.2 -0.1 -0.1 0.0 -0.1 -0.1 -0.3 -0.1 0.0
その他アジア 0.0 0.0 -0.2 -0.1 0.0 0.0 0.0 -0.1 -0.1 -10.0 -0.1 0.0 0.0 -0.1 -0.4 -0.1 0.0
カナダ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ブラジル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他南米 0.0 -0.1 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0 -0.1 0.0 -0.8 -0.1 -0.1 -0.1 0.0
旧ソ連 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -1.4 0.0 -0.1 0.0
中東 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0

北アフリカ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.6 0.0
その他アフリカ 0.0 -0.2 -0.4 -0.2 -0.1 -0.1 0.0 -0.3 -0.1 -0.1 -0.4 0.0 -0.1 -0.6 -0.8 -0.4 -3.7
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表 4 各国に洪水の影響を与えた場合の他国の飢餓リスク人口への波及効果(10万人)  

 (縦に影響を与えた国，横に影響を受ける国を示す) 

国名 中国 インド その他東南アジア その他アジア ブラジル その他南米 旧ソ連 中東 北アフリカ その他アフリカ

アメリカ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
欧州25ヵ国 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.1
その他欧州 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
トルコ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他オセアニア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
中国 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
インド 0.0 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0
日本 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他東南アジア 0.2 0.2 1.8 0.2 0.0 0.1 0.0 0.2 0.0 0.1
その他アジア 0.0 0.0 0.1 19.4 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0
カナダ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ブラジル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他南米 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.1 0.0 0.0
旧ソ連 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0
中東 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

北アフリカ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0
その他アフリカ 0.1 0.0 0.2 0.1 0.0 0.1 0.1 0.5 0.1 18.1

 
 
b)  飢餓リスク人口 

飢餓リスク人口への影響についてはその他アジアにの 
み洪水が発生したとき，飢餓リスク人口はその他アジア

で 194万人と最も増加する．その他の国への影響はほと
んど見られなかった． 
 

 
4． 考察とまとめ 

 
(1) 議論 

洪水による影響で作物収量が減少したことにより作物

生産量も減少する．作物生産量が減少したことにより，

価格が高騰するなど変化する．価格が高騰したことによ

り，消費者はコメなどの財を購入する量が減少する．購

入する量が減少すると消費者の食べる量が減少し，食料

消費カロリーが減少する．食料消費カロリー量が減少す

ると飢餓リスク人口が増える結果となる．主にこのよう

な結果が得られたが，SSP の違いによって結果の変化量
が大きく変わる．例えば，SSPの違いの 1つとして人口 
の増加がある．人口が増加すると一人当たりに配分され

る食料の量も減少し，一人当たりカロリー摂取量も減少

する．これにより飢餓リスク人口の増加にもつながる． 
本研究の結果からいくつかの点について議論が必要で

ある．1 つ目の議論はベースラインからの変化として，
飢餓リスクの影響は必ずしも SSP の適応の困難性の高
さの順である SSP3，SSP2，SSP1 の順に大きいとはなら
ない．これはそもそも収量変化が上記のような順位には

なっていないことが理由の一つと考えられる．その理由

としては，将来の土地の面積を表す土地利用マップが

SSPによって違うがそれが必ずしも SSPの適応の困難性
と同じ方向に作用する形で変化しないことによると考え

られる． また，完全な整合性を取るためには同じモデ
ルによる出力を使って洪水影響を評価するべきであるが，

海外機関も含めて水文データや農業生産性データ等複数

種類のモデルソースを組み合わせて計算をしていること

から，現実的にはこれらを合わせることはとても困難で

ある． 
2 つ目の議論として，発展途上国では気候変動がない

シナリオで一人当たり食料消費量が小さいこと，また価

格弾力性や所得弾力性が大きいため，同じ収量変化に対

して起こる，食料消費や飢餓リスク人口の変化が大きく

なる． 
最後に，感度分析から 1ヵ国における収量変化の他国

への波及効果が非常に小さいことがわかった．これはモ

デルが相対貿易を想定しておらず，国際単一市場を想定

していることに部分的には起因しており，貿易相手国全

体に対して影響が均一に波及していると考えられる．こ

の国際単一市場の妥当性を評価することは容易ではない

が，市場の国際化がこの数十年進んできており，その観

点から必ずしもこの想定と結果が不適切であるといえる

根拠はないが，少なからず過小評価している可能性につ

いては留意した方が良い． 
 
(2) 今後の課題 

今後の課題は，本研究では気候モデルと水文モデルと

して，食料安全保障に関する分析で主な出力となる飢餓

リスク人口の中位値のモデルの組み合わせを選択した．

今後は他のモデルの組み合わせも用いて，モデルによる
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不確実性幅によりどのぐらい影響の差が出るのかについ

て比較・分析を行う必要がある．また，1 ヵ国のみに洪
水の影響を与えた感度分析において SSP 間での差は小
さいという結果となったが，他のモデルの組み合わせで

はより大きな変化が見られうるので，今後モデル間での

比較を行う必要がある．また，本研究では対象期間を

2030 年に設定し，短期的な洪水による影響について分
析を行ったが，今後は対象期間を 2100 年に延ばすなど
長期的な洪水による影響について分析を行い，対策につ

いて考える必要がある． 
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Assessing the impact of flooding on food consumption and population at risk of hunger considering 
the uncertainty of future socioeconomic conditions 

 

Masataka ICHIMORI，Tomoko HASEGAWA and Shinichiro FUJIMORI 

 
Existing studies have assessed food consumption and population at risk of hunger due to flooding under a single socioeco-

nomic condition. Here we have assessed food consumption and risk of hunger under different socioeconomic conditions. As a 
result, the average global food calorie consumption would decrease by 2.2 kcal/person/day (1.8 to 2.8 kcal/person/day) and the 
population at risk of hunger would increase by 5.07 million (3.55 to 7.29 million) in 2030 under the most warming conditions. 
In South Asia which is a region the most affected, the average food calorie consumption decreased by 10.2 kcal/person/day (8.5 
to 11.8 kcal/person/day) and the population at risk of hunger increased by 1.99 million (1.54 to 2.48 million). Although the main 
conclusions remain the same under different socioeconomic conditions, the range of uncertainty is large, and socioeconomic 
conditions should be taken into account in future evaluations. 
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